
次期長崎市行政経営プラン（案）について

総務部・財務部

令和６年１１月
1

令和６年11月市議会 総務委員会資料

＜目次＞
１ 行政経営プラン
(1) これまでの経過 ・・・・・・・・・・・・・・２
(2) 総括 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３

２ 次期行政経営プラン（案）
(1) 基本的な考え方 ・・・・・・・・・・・・・・４
(2) プランの構成 ・・・・・・・・・・・・・・・５
(3) 取組期間 ・・・・・・・・・・・・・・・・・６
(4) 基本目標 ・・・・・・・・・・・・・・・・・７
(5) 主な取組内容 ・・・・・・・・・・・・・・・12

３ 今後のスケジュール ・・・・・・・・・・・・・17

【参考】次期長崎市行政経営プラン概要（案）



１ 行政経営プラン

(1) これまでの経過
長崎市では、平成８年以降、時勢に応じて計画を策定し、効率的な組織体制を整えるとともに、将来の社

会変動のリスクに対応できる財政状況を整えるため、市政全般にわたって行財政改革に取り組んできました。

H23～H27
行財政改革プラン

量の改革に加えて、事業や業務自体の質の向上を目指す「質の改革」を実施

【主な取組み】
・公立保育所の民間移譲 ・学校給食調理業務の委託 等

人員・経費削減といったいわゆる「量の改革」を実施

【主な取組み】
・ごみ収集運搬体制の見直し、収集業務の委託 ・下水処理場の維持管理業務の委託 等

H8～H22
行政改革大綱

人員や財源などを効率的・効果的に活用し、大きな課題に向き合う体制を整え、解決に向けて
取り組む「行政経営」を実施

【主な取組み】
・予算編成の仕組みの確立、負担金・補助金の見直し ・ＲＰＡ・ＡＩの導入 等

R1～R5
行政経営プラン
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• 予算編成時における事業見直し、経費節減

• 一定の基金残高の確保（令和５年度末残高約
192億円）

財政

• 民間委託の推進（新市庁舎への包括管理委託
の導入や市税等収納窓口の委託等）

• ＩＣＴの利活用（行政手続きのオンライン化
やキャッシュレス決済の導入等）

業務
効率
化

• 効果的な職員採用の検討による職員数の確保
（Ｕ・Ｉ・ＪターンやＳＰＩ試験の導入等）

• メンタルヘルスに不安を感じる職員等が相談
しやすい環境の整備

• 社会情勢に応じた行政需要等に対応するため
必要な職員数（3,150人程度）を確保

人員
体制

今後も一定の基金残高は確保できる見込みであるものの、
さらなる収支改善が必要であり、歳入歳出両面から取り
組みを行う必要がある。

限られた資源で行政サービスは維持していく必要がある
ため、職員数の削減、業務量の削減を図る必要があり、
引き続きＤＸ・外部委託等による業務効率化を推進して
いく必要がある。

技術職を中心に受験者数が伸び悩んでいる職種もあり、
更なる職員確保の手法の検討やメンタルヘルスに不調を
抱える職員を減らす取組みを引き続き行う必要がある。
重ねて、業務のＤＸ・外部委託等の取組みと併せて、職
員数を減少させていく必要がある。

主な取組み 今後の検討事項

(2) 総括
令和５年度までを計画期間とする行政経営プランでは、それまでの行財政改革で取り組んできた「量の改革」

や「質の改革」だけでなく、人員や財源などを効率的・効果的に活用し、大きな課題に向き合う体制を整え、解
決に向けて取り組む「行政経営」を行っていく必要があると考え、さまざまな取組みを進めてきました。
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１ 行政経営プラン



(1) 基本的な考え方
人口減少、少子化・高齢化の進展や社会情勢の変化など、行政ニーズは複雑化・多様化し、今後は人口減少

に伴う税収減や高齢化進展に伴う社会保障費の増加など、これまで以上に厳しい財政運営が想定され、これま
でと同じ規模（人員体制・財政面）で、同じサービスを、同じやり方で維持することは困難になっていきます。
そのため、今後の人口減少社会を見据え、限られた行政資源の中で、いかに効果的・効率的に行財政運営を

行っていくかが重要となり、ＤＸ・業務効率化などを推進しながら、人口規模に応じた｢人員体制の適正化｣や
｢財政の健全化｣を図りつつ、「行政サービスを維持し向上」させられるよう、持続可能な行財政運営を行う必
要があります。
このような状況を踏まえ、新たな行政課題等にも対応できるよう、行財政運営の「基本理念」や「計画の方

向性」、「基本目標」などを定めた次期行政経営プランを策定しています。
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持続可能な行財政運営を行うため、「効率的で効果的な行政体制の構築」及び「健全な財政
基盤の確立」を図る。

基本理念

計画の
方向性

計画により実効性を持たせ、取組みを強力に推進するため、「人員体制」及び「財政面」の
目標値を設定する。

基本目標

人員（ヒト） 財政（カネ） サービス（モノ・情報）人員 財政
サー
ビス ３つの視点で整理

２ 次期行政経営プラン（案）



(2) プランの構成

項目 記載内容

01 長崎市を取り巻く状況 ・長崎市を取り巻く社会情勢、財政状況などの現状と課題
・現状等を踏まえた必要な取組み など

02 これまでの行財政改革 ・長崎市がこれまで取り組んできた行財政改革の状況
・令和元年度から実施している行政経営プランの取組みの総括

03 今後の取組み
・次期行政経営プランについて
（計画の位置づけ、新たな行財政改革の方向性、取組みの視点、基本
目標、取組期間 など）

04 具体的な取組内容
・「新たな行財政改革の方向性」等を踏まえた具体的な取組内容
（「人員体制の適正化」「財政の健全化」「行政サービスの向上」の
３つの分類に整理）

05 推進体制
・「評価・検証」のＰＤＣＡの必要性
・「評価・検証」の実施体制

次期行政経営プラン実施計画 ・各推進部会（各部局）から提出のあった取組みの詳細一覧（別冊）
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２ 次期行政経営プラン（案）
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(3) 取組期間
長崎市第五次総合計画の取組みと行財政改革の取組みは密接不可分な関係にあることから、計画の終期を揃

え、令和７年度から令和12年度までの６年間を計画期間とします。
なお、実施計画については、社会情勢の変化などに適切に対応できるよう、計画期間を前期（３年）と後期

（３年）に分け、必要に応じて見直しを行います。

令和7
年度

令和8
年度

令和9
年度

令和10
年度

令和11
年度

令和12
年度

START GOAL

計画名 計画期間

長崎市第五次総合計画 令和４年度～令和12年度

長崎市ＤＸ推進計画 令和４年度～令和12年度

長崎市人事戦略 令和６年度～令和12年度

＜参考＞主な関連計画

２ 次期行政経営プラン（案）



人員体制における目標

2024年（R6）

正規職員 3,137人 正規職員数を計画期間(令和12年度末)において、
概ね3,000人規模まで逓減させる。

2030年（R12）

正規職員 3,000人

内容

財政面における目標

中期財政見通しにおいて約108億円と標準財政規
模の11.25％を下回る見込みであることから、目
標としては同水準を超える基金残高を維持する。

2023年（R5）

財政運営のための基金残高

192億円

実質赤字比率 ー

連結実質赤字比率 ー

実質公債費比率 10.4%

将来負担比率 96.0%

2030年（R12）

財政運営のための基金残高

標準財政規模の11.25%
（令和5年度では113億円）

実質赤字比率 ー

連結実質赤字比率 ー

実質公債費比率 9.5%以下

将来負担比率 120.0%以下 中期財政見通しにおいて、130.0％程度と見込ま
れるが、120.0％以下に抑制する。

中期財政見通しにおいて、10.0％と見込まれるが、
9.5％以下に抑制する。

内容

(4) 基本目標
計画により実行性を持たせ、取組みを強力に推進するため、次期行政経営プランでは基本目標を設定します。
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２ 次期行政経営プラン（案）
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人員体制における目標

２ 次期行政経営プラン（案）

【職員数の状況】
これまでも、時勢に応じて効率的な行政体制を

整備するため行政改革に取り組んできました。
それに合わせ、平成17年度に4,487人であった

職員数も令和６年４月１日現在においては3,137
人に減少しています。
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【職員数の見込み】

 2050年（令和32年）に見込まれる長崎市の人口と
同規模の人口である類似都市（中核市）の職員数を
参考にし、業務や体制などを比較し、長崎市の独自
要素（原爆被爆・平和行政、行政サテライト機能な
ど）を考慮

 さらに、今後のＤＸ推進・業務効率化などによる
効果も考慮

人員体制における目標

２ 次期行政経営プラン（案）

【人口の見込みと適切な職員数】
急速な人口減少や生産年齢人口の減少、少子

化・高齢化の進展が見込まれており、限られた資
源（人員）の中で継続して市民サービスを提供し
ていく必要があります。
今後、持続可能な行政運営を行っていくため、

人口に応じた行政規模を維持していく必要があり、
業務の効率化等を図りながら、適切な職員体制
（職員数）に低減させていきます。



【中期財政見通し】
令和6年度に策定した、令和11年度を期間の最終年度とする
中期財政見通しにおいて、期間を通じて収支不足が大きく、非
常に厳しい財政運営が続く見通しです。

将来において必要な市民サービスを低下させることなく、人
口減少に歯止めをかけるため、3つの重点プロジェクトに取り
組んでいく必要があるため、戦略的な収支改善を継続し、持続
可能で健全な財政運営を行っていく必要があります。

【基金残高】
令和6年度に策定した中期財政見通しにおいて、基金残高の
大幅な減少が見込まれます。

持続可能で健全な財政運営を行っていくためには、第五次総
合計画で定めた、財政運営のための基金残高を標準財政規模
の11.25％（令和5年度では113億円）を維持していく必要が
あります。
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財政面における目標

２ 次期行政経営プラン（案）



【実質公債費比率】
新東工場建設事業などの、市民生活に密着した施設の更新な
どを行っていく必要があることから、令和7年度以降も投資的
経費が高い水準で推移することが見込まれます。

このことに加え、金利が上昇していることなどから、実質公債
費比率は高止まりすることが見込まれます。

【将来負担比率】
令和7年度以降も投資的経費が高い水準で推移することに加
え、金利が上昇していることなどから、将来負担比率は上昇す
ることが見込まれます。

持続可能で健全な財政運営を行っていくためには、実質公債
費比率を低下させ、将来負担比率の上昇を抑制する必要があ
ります。
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財政面における目標

２ 次期行政経営プラン（案）



行財政改革の方向性

サービス財政

人員

取組みの分類

行財政改革の方向性を「ヒ
ト」、「カネ」、「サービ
ス（モノ・情報）」の３つ
の視点で整理する。
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人員体制の
適正化

①柔軟な組織体制の構築

財政の
健全化

①歳入の確保
ア 新たな財源の確保
イ 市税等徴収率の向上

②歳出の抑制
ア 事業の効率化
イ 公共施設の適正化
ウ 財政負担の見直し

行政サービスの
向上

②行政サテライト機能再編成の
検証・見直し

①行政手続きのデジタル化の
推進

②広域連携・官民連携の推進

２ 次期行政経営プラン（案）

(5) 主な取組内容
新たな行政経営プランを推進するための取組をより分かりやすく整理するために「行財政改革の方向性と

して整理する『３つ視点』」を基に分類します。



２ 次期行政経営プラン（案）

人員体制の適正化分類１

②行政サテライト機能再編成の
検証・見直し

人員体制の
適正化

①柔軟な組織体制の構築

主な取組み

 行政機能の検証・見直し

 業務体制（役割分担）の見直し

主な取組み

 民間企業からの外部人材確保・人事交流の推進

 ホワイト・ワークチャレンジの推進
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２ 次期行政経営プラン（案）

財政の
健全化

①歳入の確保
ア 新たな財源の確保
イ 市税等徴収率の向上

②歳出の抑制
ア 事業の効率化
イ 公共施設の適正化
ウ 財政負担の見直し

財政の健全化分類２

主な取組み

 徴収事務等の包括的業務委託

 回収困難債権の収納事務委託

 キャッシュレス納付の推進

主な取組み

 使用料・手数料の受益者負担の見直し

 クラウドファンディング型ふるさと納税の活用

 施設等を活用した財源確保策

 基金のさらなる運用による財源の確保
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２ 次期行政経営プラン（案）

財政の
健全化

①歳入の確保
ア 新たな財源の確保
イ 市税等徴収率の向上

②歳出の抑制
ア 事業の効率化
イ 公共施設の適正化
ウ 財政負担の見直し

財政の健全化分類２

主な取組み

 公共施設の適正配置

主な取組み

 戦略的な収支改善の継続

 市債発行額の抑制
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主な取組み

 業務改革（BPR（ビジネスプロセス・リエンジニ
アリング））の推進

 出張に係る行程及び旅費額の算定の外部委託

 公用車の一元管理

 地域センター窓口業務における外部委託の拡大



２ 次期行政経営プラン（案）

行政サービス
の向上

①行政手続きのデジタル化の
推進

②広域連携・官民連携の推進

行政サービスの向上分類３

主な取組み

 長崎広域連携中枢都市圏の更なる活用

 新浄水場の共同整備

 官民連携推進プラットフォームの設置

 下水道ウォーターPPP（管理・更新一体マネジメ
ント）の導入

主な取組み

 行政手続きのオンライン化推進

 公金支払方法のキャッシュレス化推進（窓口）

 AIチャットボットの導入

 生成AI（チャットGPT等）の導入

 データ利活用に係るICT環境の整備
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時期 内容

令和６年 11月下旬～ 12月上旬 令和６年11月市議会（所管事項調査）

12月下旬～
長崎市行政改革審議会（12月下旬）
パブリックコメント（12月下旬～１月中旬）

令和７年 ～１月中旬

１月下旬
長崎市行財政改革推進本部会議

長崎市行政改革審議会

２月中旬 次期長崎市行政経営プラン策定

３月 令和７年２月市議会（所管事項調査）

３ 今後のスケジュール


